
事業費計  （A）

成
果

課
題

　県の自治研修センターが開催する階層別研修及び特別研修は、県下の市町村職員を対象に、職員の能力向上
を目的に昭和50年頃から実施されている。定住自立圏共生ビジョン人材育成研修は、都城市共生ビジョン定住
自立圏構想に基づき平成２４年度から本格的な人事交流がスタートした。その他の市独自研修については、職
員の能力向上を目的に平成１８年度から実施されている。

　階層別研修対象者の洗い出し、特別研修希望者の公募、研修受講職員の決定、該当職員への研修参加通知、
該当職員との日程調整、研修旅行命令の作成、該当職員研修参加、研修終了後復命書の確認、研修旅費の精算
対象者の把握、公募、研修委託業者選定、契約事務、伝票処理事務等

　職員の資質が向上することで、事務の効率化も図られる。

　定住自立圏共生ビジョン人材育成に係る階層別研修については、自治研修センターによる階層別研修と内容
が重複することもあり、効率的な研修を行うため自治研修センターによる階層別研修のみ参加していきたい。
　業者選定、研修項目の検討を行い、研修内容の充実を図る必要がある。特に人事評価制度研修については、
制度理解浸透を図るため工夫が必要である。

効率化

改
革
改
善
案

自治研修センターの特別研修を積極的に活用する。

廃止終了拡充 〇 現状維持 改善

開
始
経
緯

必
要
性

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　自治研修センターの特別研修が再開された。
　令4年度は、定住自立圏共生ビジョン人材育成研修に３
名、NOMA研修へ２名参加した。
　市独自研修は、動画視聴による研修の対象に、業務にパソ
コンを使用する会計年度任用職員を追加している。
　また、人事評価研修を実施した。

実
施
状
況

効
率
性
評
価

事
業
内
容

　各階層に応じた能力及び各専門分野に応じた能力が高められ、所管する事業に必要な知識・技能等について
の研修を行うことにより市民サービスの向上が図られる。

　県の自治研修センターが開催する階層別研修及び特別研修、定住自立圏共生ビジョン人材育成に係る階層別
研修、アカデミー等への派遣研修、国・県等との相互交流派遣研修等に職員を参加させる。
　また、市独自の職員研修を実施する。

17,077 17,077

事
業
目
的

千円 13,940 16,487 18,246 17,077

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　県自治研修センターについては、県内各自治体が負担金を
支出し共同運営されていること、旅費については公用車によ
る乗り合わせとし、必要最低限の支出しか行っていないため
削減の余地はない。
　市単独研修については、業者選定、研修内容の再検討によ
り事業費の削減を検討可能である。

5,877 5,877 5,877

2.000 2.000 2.0002.000 2.000 2.000

11,200 11,200 11,200

(計画・予算)

700 700

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　県自治研修センターで行われるカリキュラム等研修内容に
ついては、市としての向上の余地はないが、必要な研修につ
いて県自治研修センターに要望をしていく。
　市独自で行う研修については、費用対効果を考え毎年度、
研修内容、対象者を見直していく必要がある。

4

865 619

4 5

805

700 700 700

(4)評価 所管課による評価

イ

5年度

(実績・決算) (実績・決算) (計画・予算)

対象 職員、会計年度任用職員
700

5 5 5

(目標)

(実績) (実績) (実績)

人
1

1

(目標)(目標)

3年度

(計画・予算)

5,877 5,877

国県支出金 千円

5,877 有
効
性
評
価

事業期間

(2)事業概要

17 年度～

年度（ 年間）

6年度 7年度

2,740

（ 施 策 ）

(A)　＋　(B)

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

人件費概算  (B)

(1) 総事業費の推移 単位
2年度

(実績・決算)

一般財源 千円

4年度

その他特定財源 千円

（ 施 策 ） 1 人材育成の推進 成果指標（成果・効果）

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

人

単位
(目標) (目標) (目標)

4

ア
職員研修参加数（全研
修）

派遣職員数

32 41

効率的で質の高い行政経営が推進されるまち 主な費目 旅費、委託料、負担金 イ

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

7 ＜行財政＞市民とともに歩む「ムダ」のない経営
1 2 55 55 551 1

ア 研修の種類 種類

（ 個 別 目 標 ） 1

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

55 55

36

担当係事務事業名 職員研修事業

担当課 総務課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

行政グループ
活動指標（実施状況） 単位

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

財
源
内
訳

事
業
費

人
件
費

5,287 7,046

千円 2,740 5,287 7,046

所要人員（年間）

千円 11,200 11,200 11,200

人



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

　人事及び給与管理の簡素化、地方公務員法の改正により導入された人事評価制度の入力の簡素化や適正な運
用及び勤務管理、届出申請など煩雑になりがちな勤務・届出の申請事務の効率化のためシステムを導入してい
る。

実
施
状
況

　平成30年度に人事給与システムに人事評価システムを追加。平成31年度に人事給与システムを会計年度任用
職員に対応するため改修。令和２年度に庶務事務システムを導入。導入以降は運用、保守を行っている。

成
果

　システム化することで事務の効率化が図られる。また、システムによる入力補助等により錯誤も減少する。 改
革
改
善
案

　令和４年度は、再任用職員、会計年度任用職員の共済組合への加入に伴う人事給
与システムの改修を行った。
　今年度は、定年延長制度の導入に伴う、人事給与システムの改修を行う。課

題
　出先機関では使用できないシステムがある。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　人事評価システムを導入することで、従来のアナログ式の
評価シートよりも、より透明性の高い人事評価を行うことが
でき、より高度な目標管理と人材育成を行うことができる。
　職員の健康保持・増進やワークライフバランスの確保に向
けた環境整備が図られる。

19,365 17,605 15,845 15,845

(2)事業概要

事
業
目
的

　人事給与システム、人事評価システム及び庶務事務システムの運用を適正に行う。

事
業
内
容

　人事給与システム、人事評価システムの保守及び庶務事務システムの賃借並びに保守を行う。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 14,035

（ 施 策 ） 事業期間
R2 年度～

年度（ 年間）

10,245

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　決裁の電子化によるペーパーレス化により、事業の効率化
が図られる。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　地方公務員法に基づき人事評価を行っている。

効率化 廃止終了

10,245

1.000

15,845

1.000 1.000

千円 8,435 10,245 13,765

千円 5,600 5,600 5,600 5,600 5,600

国県支出金 千円

(4)評価

5,600

12,005

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)

所要人員（年間） 人 1.000 1.000 1.000

332

326 333

(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 8,435 10,245 13,765 12,005 10,245 10,245

336

321 321 321

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

294

339

339 339

339

（ 施 策 ） 2 行政組織の効率化 成果指標（成果・効果）

332 336 336
職員、会計年度任用職員

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

対象

単位

人
294 323

ア
システム処理する職員・
再任用職員数

人

イ
システム処理する職員会
計年度任用職員数 333

（ 個 別 目 標 ） 1 効率的で質の高い行政経営が推進されるまち 主な費目 委託料、使用料及び賃借料

339339

担当係

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

7 ＜行財政＞市民とともに歩む「ムダ」のない経営
1 2 339

事務事業名 人事給与システム等保守

担当課 総務課 (3)指標の推移 2年度

294 323

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

336 336 336339 3321 1

332

イ 会計年度任用職員数 人
294 326 333

ア 職員・再任用職員数 人

321 321 321

333

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

3年度 4年度 5年度

行政グループ
活動指標（実施状況） 単位



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

　走行中の打合せや車内で着替えを行う必要がある。
　走行中や待ち時間に休息を取ることができる。
　令和３年度までは、新型コロナウイルスの影響で公務が減少していたが、令和4年度途中からは徐々に新型コ
ロナウイルスがまん延する前の状況戻りつつあり、市庁舎外での公務が増加している状況である。

実
施
状
況

　プリウスを市長公用車としている。

成
果

　走行中の打ち合わせや車内での着替え、走行中や待ち時間に休息を取ることができ、市長、副市長が公務を
円滑に行うことができる。 改

革
改
善
案

　令和4年度途中からは徐々に新型コロナウイルスがまん延する前の状況戻りつつあ
り、市庁舎外での公務が増加している状況であるため、ミニバンタイプの車両を購
入することにより、走行中の打合せや車内で着替え、走行中や待ち時間に休息を取
ることができる。

課
題

　複数の職員が随行する場合、有明庁舎配備のミニバンタイプの公用車を使用しているが、予約の調整等に苦
慮している。公務出張が連続する機会が多いが、車内が手狭なため、走行中等に十分な休息が取れていない。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　令和5年度中の事業実施を予定している。

〇

0 0 6,560 0 0

(2)事業概要

事
業
目
的

　市長、副市長の公務の円滑化を図る。

事
業
内
容

　市長公用車をハッチバックセダンタイプからミニバンタイプに変更する。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 0

（ 施 策 ） 事業期間
R5 年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　走行中の打合せや車内で着替え、走行中や待ち時間に休息
を取るには、ミニバンタイプの車両にする必要がある。

拡充 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　事業を実施することで、走行中の打ち合わせや車内での着
替え、走行中や待ち時間に休息を取ることができ、市長、副
市長が公務を円滑に行うことができる。

効率化 廃止終了

0

千円 0 0 0 560 0

0

所要人員（年間） 人 0.100

千円 0 0 0

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 6,000

国県支出金 千円

(4)評価

0

6,000

200

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

127 126

（ 施 策 ） 2 行政組織の効率化 成果指標（成果・効果）

166 200 200
市長、副市長

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

対象

単位

ア 公務回数（市長車利用） 回

イ

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

7 ＜行財政＞市民とともに歩む「ムダ」のない経営
1 2 6,264 7,822 13,1611 1

ア 走行距離 km

（ 個 別 目 標 ） 1 効率的で質の高い行政経営が推進されるまち 主な費目 備品購入費

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

15,000 15,000 15,000

担当係事務事業名 市長公用車購入事業

担当課 総務課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

行政グループ
活動指標（実施状況） 単位

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

市が存続する限り、必須の事業である。

実
施
状
況

１日１回、郵便及び宅配便による文書発送を行った。

成
果

通知文書等を市民に届けた。 改
革
改
善
案課

題
特になし。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

2,770 2,770 2,770 2,770 2,770

(2)事業概要

事
業
目
的

郵便及び宅配便による文書発送を行う。

事
業
内
容

１日１回、郵便及び宅配便による文書発送を行う。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 2,680

（ 施 策 ） 事業期間
R2 年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

令和２年度から郵便料計器を導入し、事務が効率化された。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

市が存続する限り、必須の事業である。

効率化 廃止終了

1,090

0.300

千円 1,680 1,680 1,680 1,680 1,680

1,090

所要人員（年間） 人 0.300 0.300 0.300 0.300 0.300

千円 1,000 1,090 1,090

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 1,000 1,090 1,090 1,090 1,090 1,090

国県支出金 千円

(4)評価

1,680

1,090

640,000

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

未把握 未把握

（ 施 策 ） 2 行政組織の効率化 成果指標（成果・効果）

640,000 640,000 640,000
市民

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

対象

単位

ア 文書到達件数 件

イ

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

7 ＜行財政＞市民とともに歩む「ムダ」のない経営
1 2 640,000 640,000 640,0001 1

ア 発送件数 件

（ 個 別 目 標 ） 1 効率的で質の高い行政経営が推進されるまち 主な費目 賃借料

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)
640,000 640,000 640,000

担当係事務事業名 郵便及び宅配便発送事務

担当課 総務課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

行政グループ
活動指標（実施状況） 単位

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

郵送費用の節減のため、市としては、合併時（平成17年度）から開始した。

実
施
状
況

年度当初に業務委託契約を締結し、事業を実施した。

成
果

月に２回、381自治会に使送文書を届けた。 改
革
改
善
案課

題
郵便法による規制により信書の発送ができないため、郵送で対応せざるを得ない文書がある。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

平成27年度から平成30年度までは市職員が行政事務連絡員宅
へ配布していたが、令和元年度からは委託により配布してい
る。

1,924 1,929 2,741 2,741 2,741

(2)事業概要

事
業
目
的

信書以外の市の文書を各自治会の行政事務連絡員（ボランティア）宅に発送し、自治会内各戸への配布を依頼
することにより、郵便に比べて少ない経費で情報を周知する。

事
業
内
容

各自治会の行政事務連絡員により自治会内各戸に文書を配布した。
なお、市から行政事務連絡員宅への発送については、シルバー人材センターに委託した。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 1,953

（ 施 策 ） 事業期間
年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

委託できる部分は全て委託しており、現状を超える事務の効
率化は望めない。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

市内全世帯に郵送すると１件につき100万円以上かかること
を考えれば、経費節減に大きな効果があり、事業を廃止する
と、市の財政に大きな影響がある。

効率化 廃止終了

2,181

0.100

千円 560 560 560 560 560

2,181

所要人員（年間） 人 0.100 0.100 0.100 0.100 0.100

千円 1,393 1,364 1,369

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 1,393 1,364 1,369 2,181 2,181 2,181

国県支出金 千円

(4)評価

560

2,181

850

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

850 850

（ 施 策 ） 2 行政組織の効率化 成果指標（成果・効果）

850 850 850
自治会に加入している市民

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

対象

単位

ア 文書発送件数 件

イ

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

7 ＜行財政＞市民とともに歩む「ムダ」のない経営
1 2 850 850 8501 1

ア 文書発送件数 件

（ 個 別 目 標 ） 1 効率的で質の高い行政経営が推進されるまち 主な費目 委託料

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

850 850 850

担当係事務事業名 自治会使送事業

担当課 総務課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

行政グループ
活動指標（実施状況） 単位

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

国の制度改革等に伴い、制定改廃される例規数が増加しており、紙ベースでの管理には限界があり、データ
ベースで管理する必要がある。

実
施
状
況

年度当初に業務委託契約を締結し、事業を実施した。

成
果

例規類集の収録、更新及び管理並びに市のホームページでの公開を実施した。 改
革
改
善
案

市のホームページでの公開用のデータは、令和３年度までは自庁のサーバーに格納
していたが、令和４年度から、委託業者が所有するサーバーを利用することとし
た。このことにより、委託料が月額１万円増えたが、ホームページの更新作業が効
率化した。

課
題

国の制度改革や市の組織再編等に伴い、制定改廃される例規数が増加しており、今後、コストが増加するおそ
れがある。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

例規データベースの管理を適正に行っている。

3,275 3,407 3,407 3,407 3,407

(2)事業概要

事
業
目
的

例規をデータベース化することにより、職員の業務における利便性の向上を図るとともに、市のホームページ
で公開して市民に情報を提供する。

事
業
内
容

条例、規則、告示、訓令その他の規程及び例規に準ずるものが新規に制定されたり、一部が改正された場合
に、例規類集の集録、更新、管理その他の運用を行う。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 3,275

（ 施 策 ） 事業期間
H17 年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

例規データベースは、現在では全職員必須と言える状況であ
り、費用対効果は高い。

拡充 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

データベースの管理により、紙ベースの管理に比べ職員の業
務における利便性が大幅に向上しており、効果は高い。事業
を廃止すると職員の事務効率が著しく落ちるとともに、市民
が例規類集を閲覧する機会が制限されることになる。

効率化 廃止終了

3,267

0.025

千円 140 140 140 140 140

3,267

所要人員（年間） 人 0.025 0.025 0.025 0.025 0.025

千円 3,135 3,135 3,267

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 3,135 3,135 3,267 3,267 3,267 3,267

国県支出金 千円

(4)評価

140

3,267

740

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

740 740

（ 施 策 ） 2 行政組織の効率化 成果指標（成果・効果）

740 740 740
職員・市民

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

対象

単位

ア データ更新件数 件

イ

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

7 ＜行財政＞市民とともに歩む「ムダ」のない経営
1 2 5 5 51 2

ア データ更新回数 回

（ 個 別 目 標 ） 1 効率的で質の高い行政経営が推進されるまち 主な費目 委託料

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

5 5 5

担当係事務事業名 例規類集データ更新事務

担当課 総務課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

行政グループ
活動指標（実施状況） 単位

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

先進地においてＲＰＡの導入による業務量の削減が図られている事例があることから、効果について検証のう
え導入に向けた検討を行うこととなった。

実
施
状
況

ＲＰＡ運用支援業務
5/18、25　職員研修、5/18　新規導入希望調査、6/25　新規２業務選定
7/6～　新規業務ヒアリング、８月～３月　シナリオ作成、検証、新規導入業務検討

成
果

職員研修、各課要望調査を実施し、新規導入業務としてＲＰＡ及びＡＩ－ＯＣＲ連携　４業務、ＲＰＡ　１業
務、ＡＩ－ＯＣＲ２帳票を選定し、シナリオ作成、稼働確認を行った。 改

革
改
善
案

研修や検証を進めたうえで対象業務を拡大し、業務量削減につなげていく。
課
題

先進的な取り組みであり、職員への研修による知識の習得や、効果について検証したうえでの慎重な導入が必
要。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

　研修の実施により職員の認識も深まり、研修参加者からの
導入要望が多くあった。これまでに導入した事業の運用と改
修を行いながら、令和４年度には新たにＲＰＡ７業務、ＡＩ
－ＯＣＲ４業務で導入を実施しており、今後、更なる拡大を
図っていく。
　今後は委託業者の支援を受けながら導入事業の拡大を目指
す。

〇 　

6,458 7,366 7,018 7,018 7,018

(2)事業概要

事
業
目
的

ＲＰＡ導入による繰り返し作業の効率化や、ＡＩ－ＯＣＲ導入による手書きや活字帳票のデータ化作業の効率
化を目指し、モデル事業の導入を行うとともに、導入事業数を拡大し、業務量の削減につなげる。

事
業
内
容

　職員研修や導入済業務の情報共有によりＲＰＡ及びＡＩ－ＯＣＲの知識を身につけ、導入業務の検討や効果
の検証を行いながら対象業務の拡大を図るとともに、導入済みの業務の改良や補修などの運用支援を行う。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 3,994

（ 施 策 ） 事業期間
R2 年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　業務量の削減に繋がる取り組みであり、十分な検討と効果
の検証を行いながら導入していく必要がある。
　まずは、職員の身近な業務で導入することにより、効果を
実感してもらいながら新たな業務への拡大を図っていく。
　また、国の政策やデジタル化の進展に併せた活用を進める
ことで、更なる効果が期待できる。

拡充 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　対象業務が増えれば大きな業務量削減効果が見込まれる。
業務の簡素化、効率化は今後必須の課題であり、職員の取組
への理解を深めながら、さらなる効率化の取り組みを検討す
る必要がある。
　また、導入の過程での業務手順見直しによる効率化も期待
できる。

効率化 廃止終了

5,338

0.300

千円 840 1,120 1,680 1,680 1,680

5,337 5,327

5,338

所要人員（年間） 人 0.150 0.200 0.300 0.300 0.300

千円 3,154 5,338 5,686

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 3,154 1 359 5,338 5,338 5,338

国県支出金 千円

(4)評価

1,680

5,338

7 15

10 10

30

15 20 25

(目標)

(実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

3

3

3 5

（ 施 策 ） 2 行政組織の効率化 成果指標（成果・効果）

10 20 25
職員
事務事業

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

対象

単位

2 8

ア ＲＰＡ導入事業数

イ ＡＩ－ＯＣＲ導入帳票数
11

24

2 2 2

0 2 2

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

7 ＜行財政＞市民とともに歩む「ムダ」のない経営
1 2 12 11 201 1

ア 協議回数 回

（ 個 別 目 標 ） 1 効率的で質の高い行政経営が推進されるまち 主な費目 委託料

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

20 20 20

16

担当係事務事業名 ＲＰＡ及びＡＩ－ＯＣＲ運用業務

担当課 総務課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

行政グループ
活動指標（実施状況） 単位

イ 職員研修日数 日
2

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

2 2

28



事業費計  （A）

開
始
経
緯

必
要
性

会議録作成について、職員により録音データを聞きながら文字起こしを行っており、多くの業務量が発生して
いることから、システムの導入による効率化を図ることとなった。

実
施
状
況

令和４年６月から運用を開始し、14課（局）、合計454時間57分の音声データを変換。

成
果

各種会議等での活用が広がり、業務量の削減に繋がっている。また、集音機器については、会議録システムで
の活用だけでなく、オンライン会議でも活用されている。
業務量削減見込（年間）　合計655時間
※編集時間を録音時間の２倍、削減効果を６割として算定

改
革
改
善
案

職員への周知を図りながら稼働率を上げていく。
課
題

音源の高品質化と変換率の向上

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

使用回数や業務削減時間については目標を下回ったものの、
費用対効果は表れてきており、今後、職員への周知や利活用
を推進することにより、更なる効果の向上が期待できる。

0 2,507 1,196 1,196 1,196

(2)事業概要

事
業
目
的

音声データをＡＩにより文字起こしを行うことにより、職員の負担軽減や業務量の削減につなげる。

事
業
内
容

クラウドサービスによる会議録作成システムにより、会議等の音声をＡＩにより文字変換し、議事録作成に係
る業務の軽減を図る。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 0

（ 施 策 ） 事業期間
R4 年度～

年度（ 年間）

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

　１ライセンスでの運用であり、編集ソフトは予約による使
用が必要であるが、データの文字変換は随時可能となってお
り、利用しやすい環境となっている。
　音声の質により変換精度が変わるため、録音機器を活用し
ながら高音質の音源となるよう工夫が必要である。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

　各課において実施する会議等において、会議録作成に多く
の業務量を要し負担となっているが、システムの導入により
業務量削減と職員の負担軽減が見込まれる。
　また、今後、国の政策によりデジタル化の急速な推進が見
込まれることから、本市においてもデジタル化の推進による
効率化の取組が必要である。

効率化 廃止終了

1,056

0.025

千円 0 0 560 140 140

1,056

所要人員（年間） 人 0.100 0.025 0.025

千円 0 0 1,947

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)
(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 1,947 1,056 1,056 1,056

国県支出金 千円

(4)評価

140

1,056

655

1,000

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)
（ 施 策 ） 2 行政組織の効率化 成果指標（成果・効果）

1,000 1,000 1,000
職員

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

対象

単位

ア 業務量削減時間 時間

イ

426
まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

7 ＜行財政＞市民とともに歩む「ムダ」のない経営
1 2 5001 1

ア 会議録システム使用回数 回

（ 個 別 目 標 ） 1 効率的で質の高い行政経営が推進されるまち 主な費目 使用料及び賃借料

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

500 500 500

担当係事務事業名 会議録作成システム運用事業

担当課 総務課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

行政グループ
活動指標（実施状況） 単位

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1


